






















　ワーク・ライフ・バランスの語が広く使われるようになったのは 2000 年代後半（2006 年以降）
である。朝日新聞でこの語を検索すると，2002 年の「ワーク・ライフ・バランスの提案」の副題
を付した『会社人間が会社をつぶす』（パク・ジョアン・スックチャ著，朝日新聞社）の書評が嚆
矢である。その後も 2005 年までは数件だったが，2000 年代後半に件数が増加し，「仕事と生活の





































目しながら，1961 年，1967 年にも調査を行っている（稲葉・三東 1963，稲葉・桑田 1969，同
1970ab）。その後，稲葉の 1967 年調査の共同研究者であった桑田が伊藤，大竹とともに 1975 年に




時間調査が行われている（伊藤他 1984，伊藤他 1989，天野他 1994，伊藤他 2000，伊藤他 2005）。
　この他，貴志他（2006）は『社会生活基本調査』の個表分析により同一世帯の夫と妻の有償労働
と無償労働の関係を分析している。また，伊藤（2013）は『社会生活基本調査』により，家庭内で






　御船（2008）は，2007 年に独立行政法人経済産業研究所により 2 人ずつの論争形式で行われた 4














































































る。当面めざす時給 1,000 円となった場合に週 40 時間就労して収入は約 17 万円ある。居住地域の
住宅費にもよるが，市民参加による稼働年齢の単身者の最低生活費試算（2011 年時点）では，消
費支出月額は男性 19.4 万円，女性 18.3 万円であり（重川・山田 2012），時給 1,000 円の水準では十
分とはいえない。
　夫と妻のいる世帯について，既婚女性の雇用者化により共働き世帯が増加し，夫が雇用者である















100万円未満 ～199万円 ～299 万円






　妻の収入階層が夫の収入と同じかそれ以上の階層である割合は全体の約 20％であり，約 8 割の





出されている。男性を 100 とすると，1990 年には女性は 76.2 であり，徐々に改善傾向にあるが，
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